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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期
第2四半期
連結累計期間

第91期
第2四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自平成26年4月 1日
至平成26年9月30日

自平成27年4月 1日
至平成27年9月30日

自平成26年4月 1日
至平成27年3月31日

売上高 （百万円） 12,063 13,948 25,822

経常利益 （百万円） 61 74 118

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 68 76 133

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 208 62 685

純資産額 （百万円） 6,663 7,169 7,140

総資産額 （百万円） 32,735 35,064 30,164

1株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 4.01 4.52 7.84

潜在株式調整後1株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 20.36 20.45 23.67

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 4,278 1,150 △1,028

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △182 △196 △347

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,124 1,522 △587

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 12,083 7,420 4,908

 

回次
第90期
第2四半期
連結会計期間

第91期
第2四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年7月 1日
至平成26年9月30日

自平成27年7月 1日
至平成27年9月30日

1株当たり四半期純利益金額 （円） 3.21 1.28

　（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　2．売上高には、消費税等は含んでいない。

　3．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

　4．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）等を適用し、第1四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。

 

２【事業の内容】

　当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ない。また、主要な関係会社における異動については、平成27年4月1日付で、当社の連結子会社である内海エンジニ

アリング株式会社を存続会社とし、連結子会社の株式会社エヌ・エスコーポレーションと株式会社ナティーク城山を

消滅会社とする吸収合併を行った。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第2四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1)業績の状況

　　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府、日銀による経済・金融政策を背景に企業収益や設備投

資、雇用・所得環境には改善が見られたものの、個人消費については賃上げの効果が消費に十分に波及しておらず、

節約志向の継続等により低調に推移した。一方、世界経済においては、米国経済が底堅い回復をみせ、欧州もギリ

シャ問題が当面は沈静化し、先進国を中心に緩やかに回復してきた。しかしながら、中国経済の減速懸念とそれを契

機とした株式市場の不安定化などが背景となり、新興国経済の減速感が強まっており、経済環境は先行き不透明な状

況が続いた。

 　このような状況のもと、当第2四半期連結累計期間の業績については、新造船工事において、前年同四半期と比べ

売上対象船が2隻減少（12隻→10隻）したが、船種の違い等により1隻当たりの売上高が増加し、売上高は139億48百

万円（前年同四半期比15.6%増）、営業利益は1億23百万円（前年同四半期比249.1%増）、経常利益は74百万円（前年

同四半期比21.8%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は76百万円（前年同四半期比12.6%増）となり前年同四半

期に比べ増収増益となった。

 

　セグメントの業績は次のとおりである。

 

　①船舶事業

　　　新造船工事については、新しい規制導入を回避する目的で、受注環境は一時的・部分的に好転したが、世界的な船

　　腹過剰は改善されておらず、新造船発注の動きが鈍化傾向にあることから、船価の回復には至らなかった。

　　　改修船工事についても、海運市況の低迷から工事費用が抑制され、国内及び国外造船所との熾烈な競争を強いら

れ、受注・採算面ともに厳しい状況が続いた。

　　このような状況のもと、当社は引き続き２工場（瀬戸田工場、因島工場）体制の強みを活かした効率的な生産活動

と徹底したコストダウンに努め、環境面に配慮した省エネ船（エコシップ）の開発にも注力してきた。さらに、長年

培った技術力・設計力を活かし、顧客・市場のニーズにあった自動車運搬船、ＲＯＲＯ船やフェリーなど多種多様な

船種船型に取り組み、積極的に開発、営業活動を推進してきた。

　　この結果、当第2四半期連結累計期間の船舶事業全体の業績については、売上高136億92百万円（前年同四半期比

15.9%増）、セグメント利益5億75百万円（前年同四半期比27.0%増）となった。受注については、貨物船、フェ

リー、自動車運搬船6隻他で218億70百万円を受注し、受注残高は、新造船19隻他で544億62百万円（前年同四半期比

14.4%増）となった。

 

　②その他

　　陸上・サービス事業については、公共・民間設備投資は、緩やかに持ち直しているものの、地域経済への景気波及

の遅れなどにより、依然として低水準で推移し厳しい経営環境が続いた。

　　このような状況のもと、当第2四半期連結累計期間の業績については、売上高4億17百万円（前年同四半期5.0%

増）、セグメント損失0百万円（前年同四半期はセグメント利益1百万円）となった。

 

　　なお、上記の金額には、消費税等を含んでいない。
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(2)財政状態の分析

（連結財政状態）

　　　　　（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年3月31日)

当第2四半期連結会計期間

(平成27年9月30日)
増減

総資産 30,164 35,064 4,900

負債 23,023 27,895 4,871

純資産 7,140 7,169 28

 

　　総資産は、前連結会計年度末の301億64百万円から49億0百万円増加し、350億64百万円となった。

　　これは主に、現金及び預金、受取手形及び売掛金の増加等によるものである。

 

　　負債は、前連結会計年度末の230億23百万円から48億71百万円増加し、278億95百万円となった。

 　これは主に、前受金、長期借入金の増加等によるものである。

 

　　純資産は、前連結会計年度末の71億40百万円から28百万円増加し、71億69百万円となった。

　　これは主に、利益剰余金の増加等によるものである。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第2四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より25億11

百万円増加し、74億20百万円となった。

 

　当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりである。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、11億50百万円（前年同四半期は42億78百万円の獲得）となった。

　これは主として、売上債権24億30百万円と前受金33億17百万円等との差引増加によるものである。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、1億96百万円（前年同四半期は1億82百万円の使用）となった。

　これは、主として固定資産の取得による支出1億69百万円等によるものである。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は、15億22百万円（前年同四半期は11億24百万円の獲得）となった。

　これは、主として長期借入れによる収入と返済による支出の純増額15億90百万円等によるものである。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第2四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はない。

 

　(5)研究開発活動

　当第2四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動は、船舶事業において、新船型の開発等を行ってお

り、当第2四半期連結累計期間の研究開発費の総額62百万円である。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成27年9月30日）

提出日現在発行数（株）
 

（平成27年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 22,530,000 22,530,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 22,530,000 22,530,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

 該当事項なし。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項なし。

 

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

自平成27年7月 1日

至平成27年9月30日
－ 22,530 － 1,200 － 416
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(6)【大株主の状況】

  　　　　　　　　　平成27年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北1丁目7－89 6,673 29.61

株式会社広島銀行

（常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行株式会社）

広島市中区紙屋町1丁目3－8

（東京都中央区晴海1丁目8番12号）
844 3.74

損害保険ジャパン日本興亜株式

会社
東京都新宿区西新宿1丁目26－1 632 2.80

二神　勇 広島県尾道市 316 1.40

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町2丁目2－3 290 1.28

有泉　洋 山梨県甲斐市 242 1.07

野村證券株式会社　野村ネッ

ト＆コール
東京都千代田区大手町2丁目2－2 228 1.01

関西ペイント株式会社 大阪市中央区今橋2丁目6－14 227 1.01

中島　秀樹 福岡市早良区 225 0.99

橋塚　勉 広島県尾道市 220 0.97

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目4番5号 220 0.97

計 － 10,117 44.91

（注）当社は自己株式5,573千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合24.74％）を保有しているが、当該自己株式

には議決権がないため、上記の「大株主の状況」から除外している。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年9月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　（自己保有株式）

普通株式　 5,573,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　16,904,000 16,904 －

単元未満株式 普通株式　　　53,000 － －

発行済株式総数 22,530,000 － －

総株主の議決権 － 16,904 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれている。

 また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3個が含まれている。

 

②【自己株式等】

平成27年9月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

（自己保有株式）

内海造船㈱

広島県尾道市瀬戸

田町沢226番地の6
5,573,000 － 5,573,000 24.74

計 － 5,573,000 － 5,573,000 24.74

 

２【役員の状況】

  該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間（平成27年7月1日から平成27年

 9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(平成27年9月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,956 7,495

受取手形及び売掛金 11,275 13,706

商品 2 1

仕掛品 218 349

原材料及び貯蔵品 106 118

その他 1,294 1,141

貸倒引当金 △8 △6

流動資産合計 17,845 22,805

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,310 2,245

構築物（純額） 1,113 1,080

機械装置及び運搬具（純額） 1,330 1,254

土地 4,601 4,601

その他（純額） 390 566

有形固定資産合計 9,746 9,748

無形固定資産   

その他 64 46

無形固定資産合計 64 46

投資その他の資産   

投資有価証券 2,365 2,307

退職給付に係る資産 111 101

その他 116 171

貸倒引当金 △85 △116

投資その他の資産合計 2,507 2,464

固定資産合計 12,318 12,259

資産合計 30,164 35,064
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(平成27年9月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,310 6,790

短期借入金 ※ 3,436 ※ 3,662

未払費用 884 954

未払法人税等 17 12

前受金 3,700 7,017

工事損失引当金 786 306

船舶保証工事引当金 429 285

その他 173 348

流動負債合計 15,737 19,377

固定負債   

長期借入金 ※ 4,322 ※ 5,687

再評価に係る繰延税金負債 844 844

退職給付に係る負債 1,561 1,478

資産除去債務 66 66

その他 490 441

固定負債合計 7,285 8,517

負債合計 23,023 27,895

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,200 1,200

資本剰余金 672 672

利益剰余金 5,322 5,365

自己株式 △2,016 △2,016

株主資本合計 5,178 5,221

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 456 442

土地再評価差額金 1,543 1,543

退職給付に係る調整累計額 △37 △37

その他の包括利益累計額合計 1,962 1,948

純資産合計 7,140 7,169

負債純資産合計 30,164 35,064
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　平成27年4月 1日
　至　平成27年9月30日)

売上高 12,063 13,948

売上原価 11,473 13,246

売上総利益 590 702

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 130 126

その他 423 452

販売費及び一般管理費合計 554 579

営業利益 35 123

営業外収益   

受取配当金 9 9

為替差益 84 34

受取地代家賃 8 9

その他 4 3

営業外収益合計 106 57

営業外費用   

支払利息 51 50

支払保証料 23 7

貸倒引当金繰入額 － 30

その他 6 17

営業外費用合計 81 105

経常利益 61 74

特別利益   

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失   

固定資産除却損 0 3

特別損失合計 0 3

税金等調整前四半期純利益 60 71

法人税、住民税及び事業税 5 3

法人税等調整額 △13 △8

法人税等合計 △7 △5

四半期純利益 68 76

親会社株主に帰属する四半期純利益 68 76
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【四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　平成27年4月 1日
　至　平成27年9月30日)

四半期純利益 68 76

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 80 △13

退職給付に係る調整額 67 △0

繰延ヘッジ損益 △7 －

その他の包括利益合計 140 △13

四半期包括利益 208 62

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 208 62

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間
(自　平成26年4月 1日
　至　平成26年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　平成27年4月 1日
　至　平成27年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 60 71

減価償却費 399 382

受取利息及び受取配当金 △11 △11

支払利息 51 50

固定資産除却損 0 3

為替差損益（△は益） △84 △34

投資有価証券売却損益（△は益） 0 5

売上債権の増減額（△は増加） 3,593 △2,430

たな卸資産の増減額（△は増加） △360 △142

仕入債務の増減額（△は減少） △1,222 479

前受金の増減額（△は減少） 1,871 3,317

引当金の増減額（△は減少） △1,036 △595

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 89 △83

その他 311 △392

小計 3,662 619

利息及び配当金の受取額 12 12

消費税等の還付額 614 576

消費税等の支払額 △8 -

利息の支払額 △47 △47

法人税等の還付額 48 2

法人税等の支払額 △3 △13

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,278 1,150

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △156 △169

定期預金の預入による支出 △40 △27

定期預金の払戻による収入 16 -

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 0 3

その他 △0 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △182 △196

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △40 -

長期借入れによる収入 2,650 2,950

長期借入金の返済による支出 △1,451 △1,359

割賦債務の返済による支出 △33 △33

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1 △34

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,124 1,522

現金及び現金同等物に係る換算差額 84 34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,305 2,511

現金及び現金同等物の期首残高 6,778 4,908

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,083 ※ 7,420
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　　　(連結の範囲の重要な変更)

　　　　 第1四半期連結会計期間において、当社の連結子会社である内海エンジニアリング株式会社を存続会社とし、

連結子会社の株式会社エヌ・エスコーポレーションと株式会社ナティーク城山を消滅会社とする吸収合併を行っ

ており、株式会社エヌ・エスコーポレーションと株式会社ナティーク城山は、連結の範囲から除外している。

 

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

四半期報告書

14/19



（会計方針の変更）

　　　　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　　　　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年9月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平

成25年9月13日）等を第1四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第2四半期連結累計期間及び

前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

       ※財務制限条項

（前連結会計年度）

平成25年度に調達した借入金残高のうち1,680百万円については、下記の財務制限条項が付されている。

(1) 各年度の決算期末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持

することを確約する。

(2) 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が3期連続して損失とならないようにする

ことを確約する。

 

平成26年度に調達した借入金残高2,385百万円については、下記の財務制限条項が付されている。

(1) 各年度の決算期末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持

することを確約する。

(2) 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される当期損益が3期連続して損失とならないようにする

ことを確約する。

 

　　　　（当第2四半期連結会計期間）

平成25年度に調達した借入金残高のうち1,440百万円については、下記の財務制限条項が付されている。

(1) 各年度の決算期末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持

することを確約する。

(2) 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が3期連続して損失とならないようにする

ことを確約する。

 

平成26年度に調達した借入金残高2,120百万円については、下記の財務制限条項が付されている。

(1) 各年度の決算期末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持

することを確約する。

(2) 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される当期損益が3期連続して損失とならないようにする

ことを確約する。

 

平成27年度に調達した借入金残高2,950百万円については、下記の財務制限条項が付されている。

　　各年度の決算期末日における単体の貸借対照表において債務超過とならないことを確約する。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりである。

 
前第2四半期連結累計期間
（自 平成26年4月 1日
至 平成26年9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自 平成27年4月 1日
至 平成27年9月30日）

現金及び預金勘定 12,155百万円 7,495百万円

預入期間3ケ月超の定期預金 △72 △75

現金及び現金同等物 12,083 7,420
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

　　配当金支払額

　　該当事項なし

 

Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自　平成27年4月1日　至　平成27年9月30日）

　　　　　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たり

配当金

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年6月23日

定時株主総会
普通株式 33 2 平成27年3月31日 平成27年6月24日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：百万円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 船舶事業

売上高    

(1)外部顧客への売上高 11,817 245 12,063

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 151 151

計 11,817 397 12,215

セグメント利益 453 1 454

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、陸上事業及びサービス事

業を含んでいる。

 

 2．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容

（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

　報告セグメント計 453

　「その他」の区分の利益 1

　セグメント間取引消去 0

　全社費用（注） △419

　四半期連結損益計算書の営業利益 35

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。
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Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自　平成27年4月1日　至　平成27年9月30日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：百万円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 船舶事業

売上高    

(1)外部顧客への売上高 13,692 255 13,948

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 161 161

計 13,692 417 14,110

セグメント利益又は損失（△） 575 △0 575

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、陸上事業及びサービス事

　　　業を含んでいる。

 

 2．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

 主な内容

（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

　報告セグメント計 575

　「その他」の区分の損失（△） △0

　セグメント間取引消去 △0

　全社費用（注） △452

　四半期連結損益計算書の営業利益 123

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

 

（1株当たり情報）

　1株当たり四半期純利益金額算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第2四半期連結累計期間
（自　平成26年4月 1日
至　平成26年9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　平成27年4月 1日
至　平成27年9月30日）

  1株当たり四半期純利益金額 4円01銭 4円52銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
68 76

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
68 76

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,958 16,956

　（注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

　該当事項なし。

 

２【その他】

 該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月12日

内海造船株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新　田　東　平　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 前　田　俊　之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている内海造船株式会社

の平成27年4月1日から平成28年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成27年7月1日から平成27年9月

30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、内海造船株式会社及び連結子会社の平成27年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

　2．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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